（別紙）【様式４】
特別の遠隔教育の実施計画
１　基本情報

　（１）特別の遠隔教育を実施する学校の管理機関
	都道府県・指定都市名
	管理機関名（上段はふりがな）
	設置者の別

	
	
	国・公・私・株

	
	
	


　（２）特別の遠隔教育を実施する学校
　　①受信側（遠隔教育特例校）の学校
	
	項　目
	内　　　容

	１

	学校種
	中学校／義務教育学校／中等教育学校　　など

	
	学校名（ふりがな）
	○○市立○○中学校

	
	所在地
	○○県○○市○○町Ｘ－Ｘ―Ｘ

	
	全校生徒数・学級数
	○○人・○○学級

	
	その他
	※特筆すべき事項があれば記入すること
（例）第２学年と第３学年は複式学級

	２
	学校種
	中学校／義務教育学校／中等教育学校　　など

	
	学校名（ふりがな）
	○○市立△△中学校

	
	所在地
	○○県○○市○○町Ｘ－Ｘ―Ｘ

	
	全校生徒数・学級数
	○○人・○○学級

	
	その他
	※特筆すべき事項があれば記入すること
（例）○○に関して配慮を要する生徒　○名


　　②配信側の施設等
	
	項　目
	内　　　容

	１
	施設等の種類
	中学校／義務教育学校／中等教育学校／教育センター　など

	
	施設等名（ふりがな）
	○○市立□□中学校（○○）

	
	所在地
	○○県○○市○○町Ｘ－Ｘ―Ｘ

	
	全校生徒数・学級数
	〇〇人・〇〇学級　※特別の遠隔教育による授業を履修する生徒が配信側の施設等にもいる場合、記入すること

	
	その他
	※特筆すべき事項があれば記入すること


　（３）特別の遠隔教育を実施する教科
　　　※特別の遠隔教育を実施する教科を全て選択すること。

　　　　□国語　　　　　　□理科　　　　　　□保健体育（「保健」を含む。）　　□外国語
　　　　□社会　　　　　　□音楽　　　　　　□技術
　　　　□数学　　　　　　□美術　　　　　　□家庭科　　
　（４）指定・変更・廃止の希望日
	※黄色マーカー部分を記入した上で、以下のどちらかを選択すること。なお、指定・変更の場合は、特別の遠隔教育の実施の開始を予定している日を考慮して希望日を記入すること。また、４月１日までの指定・変更・廃止を希望する場合は３月中に、６月１日までの指定・変更・廃止を希望する場合は５月中に、特別の遠隔教育の実施計画の内容を確定し、かつ文部科学省による審査を終了する必要があることに留意すること。
※希望日までに必ず文部科学大臣が指定する又は変更・廃止を承認することを約束するものではなく、実際の指定日又は変更・廃止の承認日は、文部科学省における審査状況により定まることに留意すること。
□　　○年４月１日までに指定・変更・廃止を希望　
□　　○年６月１日までに指定・変更・廃止を希望


　（４）取組の期間
	指定の日／変更の承認日　～　　　　年　　月　　日


　（５）学校又は地域の実態に照らして、より効果的な教育を実施するために特別の遠隔教育を実施する必要性
	※学校又は地域の実態を具体的に記述するとともに、実態を踏まえてより効果的な教育を実施するために、なぜ特別の遠隔教育を実施する必要があるのかについて具体的に説明すること。



　
（６）変更申請の場合、変更内容及び理由

	


　（７）廃止申請の場合、廃止理由
	


２　実施内容（ＩＣＴ環境について）
（1） 受信側（遠隔教育特例校）の学校　
　 ※実施学年、学級で使用することができるものについて記載すること。
	
	学校名
	項　目
	現在の配備状況等

	１
	○○市立
○○中学校
	端末や拡大提示装置の種類及び数

	OS名(GIGA端末)　※生徒1人に1台配備
プロジェクタ１台、８０インチスクリーン１台、
６０インチデジタルテレビ６台、
カメラ２台

	
	
	使用するWeb会議システム名
	

	
	
	使用するWeb会議システムの回線速度要件
	※使用するWeb会議システムが推奨する回線速度の要件を記載すること。
例）1.5Mbps / 1.5Mbps（上り/下り）

	
	
	生徒が授業に参加する状況を再現したときの回線速度（実測値）
	

	
	
	有線ＬＡＮの速度
	100Mbit/sec




（2） 配信側の施設等
	
	接続先
	項　目
	現在の配備状況等

	１
	○○市立
□□中学校
	端末や拡大提示装置の種類及び数
	OS名（GIGA端末）、６０インチデジタルテレビ１台
カメラ２台、マイク２台

	
	
	教員が授業を行う状況を再現したときの回線速度（実測値）
	

	
	
	有線ＬＡＮの速度
	100Mbit/sec




３　実施内容（実施形態、教科およびその内容等について）
※複数教科において特別の遠隔教育を実施する場合等、教科・取組毎に記載すること。
取組１
	
	受信側の学校（遠隔教育特例校）
	配信側

	受信側学校・配信側施設
	△△中学校
	○○中学校

	対象学年・クラス
	第１学年○組
	なし

	対象生徒数
	○○名
	なし

	実施教科
	数学

	遠隔教育実施予定数
	１０時間／□□（当該教科の年間総授業時数）

	授業担当教員が保持している免許状及び教科の種類
	中学校教員（英語）
	中学校教員（数学）


	授業担当教員の本務校（主となる勤務先）・兼務発令等の状況
	本務校：△△中学校
	本務校：○○中学校
兼務校：△△中学校（○年○月兼務発令予定）

	その他遠隔教育の実施を支援する体制
	ICT支援員1名
（月○回来校）
	ICT支援員1名
（月○回来校）

	遠隔で行う予定の授業内容
	※授業内容は当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることが適切であるものに限られることに留意しつつ、教科におけるどういった内容について遠隔で行う予定か記載すること。



	●取組概要
※記載例を参考に、接続する学校・施設等の構成や、授業を担当する教員・生徒の配置等について、図を用いるなどして詳細に記載すること。特に、配信側又は受信側の教室等にICT支援員などの技術補助者を配置する場合や、配信側又は受信側にいる生徒の個々の状況に応じたきめ細やかな指導が行えるよう複数の教員を配置する場合などは、その旨明記すること。
※当該学年の一部の生徒を対象に特別の遠隔教育による授業を行う場合や、年間の授業のうち、何らかの状況が発生した場合等において特別の遠隔授業を行う場合には、具体的にどのような場合に特別の遠隔教育による授業を実施するか等、実施する条件等を含めて記載すること。


　【参考】取組概要の記載例１
	[image: image1.png]





取組２

	
	受信側の学校（遠隔教育特例校）
	配信側

	受信側学校・配信側施設
	△△中学校
	○○中学校

	学年・クラス
	第１学年１組
	第１学年２組

	対象生徒数
	○○名
	○○名

	実施教科
	英語

	遠隔教育実施予定数
	１５時間／□□（当該教科の年間総授業時数）

	授業担当教員が保持している免許状及び教科の種類
	中学校教員（数学）
	中学校教員（英語）


	授業担当教員の本務校（主となる勤務先）・兼務発令等の状況
	本務校：△△中学校
	本務校：○○中学校 

兼務校：△△中学校（○年○月兼務発令予定）

	その他遠隔教育の実施を支援する体制
	ICT支援員1名
（月○回来校）
	ICT支援員1名（月○回来校）
○○中学校教員1名又は学習指導員1名

	遠隔で行う予定の授業内容
	※授業内容は当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることが適切であるものに限られることに留意しつつ、教科におけるどういった内容について遠隔で行う予定か記載すること。


	●取組概要
※記載例を参考に、接続する学校・施設等の構成や、授業を担当する教員・生徒の配置等について、図を用いるなどして詳細に記載すること。特に、配信側又は受信側の教室等にICT支援員などの技術補助者を配置する場合や、配信側又は受信側にいる生徒の個々の状況に応じたきめ細やかな指導が行えるよう複数の教員を配置する場合などは、その旨明記すること。
※当該学年の一部の生徒を対象に特別の遠隔教育による授業を行う場合や、年間の授業のうち、何らかの状況が発生した場合等において特別の遠隔授業を行う場合には、具体的にどのような場合に特別の遠隔教育による授業を実施するか等、実施する条件等を含めて記載すること。


　
【参考】取組概要の記載例２


ｖ

４　実施スケジュール
	時期
	主な取組

	○月～○月
○月～○月
○月・○月
〇月
	遠隔教育実施のための校内研修の実施
遠隔教育開始
生徒及び教職員にアンケート調査の実施・結果の分析
遠隔教育の実施結果について公表


５　指定の要件を満たしていることについて
　　　※複数の取組を行う場合、①②⑤⑥⑦については取組毎に記載すること。（複数の取組に対して同じような記載内容であれば、「取組１、取組２ともに～」など、まとめて記載すること。）
　　①　当該授業が、通信衛星、光ファイバ等を用いることにより、多様なメディアを高度に利用して、文字、音声、静止画、動画等の多様な情報を一体的に扱うもので、同時かつ双方向に行われるものであって、対面により行う授業に相当する教育効果を有するものであることについて
（記述）
※「学校教育法施行規則の一部を改正する省令等の施行について」（令和元年8月21日初等中等教育局長通知。以下「施行通知」という。）第３　留意事項２．１～３の内容を十分に踏まえて記載すること。
※配信側の教員が受信側の生徒の学習状況等を適切に把握し指導できるよう、配信側及び受信側の指導体制の工夫、効果的な遠隔授業の実施に向けた配信側及び受信側の教員の資質能力向上のための取組や機器等の整備など、具体的に記載すること。
※生徒や教職員へのアンケート調査の実施など、対面により行う授業に相当する教育効果を有することについて確認できる取組を記載すること。
　　②　当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることが、当該授業の内容や、教科等の特質に照らして適切であることについて
（記述）
※施行通知第３　留意事項３の内容を十分に踏まえて記載すること。
※特別の遠隔教育を実施する予定の授業内容や活動の種類を記載するとともに、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることが適切と考える理由を説明すること。
　　③　当該授業を行う者は、当該授業の教科に相当する中学校の教員の免許状を有する当該中学校等の教員であることについて
３に記載する特別の遠隔授業について、当該授業を行う者は、当該授業の教科に相当する中学校の教員の免許状を有する当該中学校等の教員であることを、○○（管理機関名）において確認済である。
　　④　生徒が当該授業を履修する場所に中学校の教員の免許状を有する当該中学校等の教員が配置されていることについて
３に記載する特別の遠隔授業について、生徒が当該授業を履修する場所に中学校の教員の免許状を有する当該中学校等の教員が配置されることを、○○（管理機関名）において確認済である。
　　⑤　生徒が当該授業を履修する場所にいる中学校の教員の免許状を有する当該中学校等の教員が、当該授業を行う教員と十分に連携し、生徒の学習の状況の把握に特に意を用い、適切な指導を行うことについて
（記述）
※施行通知第３　留意事項５の内容を十分に踏まえて記載すること。
※受信側教員による生徒の学習状況の把握及び適切な指導を実施するための指導体制の工夫や、配信側の教員及び受信側の教員の連携を促進する取組等について、具体的に記載すること。
　　⑥　電子計算機その他の機器の故障により学習に支障を生じないよう適切な配慮がなされていることについて
（記述）
※施行通知第３　留意事項６の内容を十分に踏まえて記載すること。特に、ICT支援員など、受信側の教員と別に技術補助者を配置する場合にはその旨明記すること。
　　⑦　教科等の特質に応じ、対面により行う授業を相当の時間数行うことについて
（記述）
※特別の遠隔教育は、学校又は地域の実態に照らし、より効果的な教育を実施するため必要があり、生徒の教育上適切な配慮がなされている場合に限り実施できることや、特別の遠隔教育を実施する教科の特質等を踏まえ、対面により行う授業の時間数が相当と考える理由を説明すること。
　　⑧　①～⑦のほか、当該授業の内容及び形態を踏まえ、教育上必要な配慮がなされていること
（記述）
※特別の遠隔教育を実施する授業の内容及び形態を踏まえ、生徒の教育上必要な配慮がなされていると考える理由を、具体的な取組と合わせて説明すること。
６　以下の各項目について、それぞれ要件を満たしていることを確認し、チェックを付してください。
（1） 各学校の同意
	1 
	　　
	特別の遠隔教育を実施することについて、２（１）及び（２）の受信側学校・配信側施設等の長の同意を得ている。


（２）　特別の遠隔教育の実施状況
	②
	　　
	１（２）の各学校は、特別の遠隔教育の実施状況について、生徒や教職員へのアンケート調査その他の方法を通じて自ら評価を行い、毎年度その結果を公表する予定である。

	③
	
	１（２）の各学校は、特別の遠隔教育の実施状況について、②の評価の結果を踏まえた当該学校の生徒の保護者その他学校関係者による評価を行い、毎年度その結果を公表する予定である。

	④
	
	１（２）の各学校は、地域や学校の実態に応じて、研究発表会、公開授業、研修回答の開催、インターネットによる情報提供などの取組を実施することにより、当該学校に関する保護者及び地域住民その他の関係者の理解を深めるとともに、これらの者との連携及び協力の推進に資するよう、特別の遠隔教育の状況に関する情報を積極的に提供する予定である。

	⑤
	
	管理機関は、遠隔教育特例校における特別の遠隔教育の実施状況を把握・検証し、毎年度その結果を当該管理機関のウェブサイトにおいて公表するとともに、文部科学省に報告する予定である。


【担当者】
１．管理機関
	名称
	

	住所
	〒

	連絡先
	電話番号
FAX番号
E-mail

	担当者
	所属・職名


２．都道府県教育委員会/都道府県私立学校主管課/認定地方公共団体株式会社立学校主管課
	名称
	

	住所
	〒

	連絡先
	電話番号
FAX番号
E-mail

	担当者
	所属・職名


B中学校B教諭（2学年主任、英語科教諭）








A教諭は、A中学校からB中学校2年1組に対して遠隔授業を行う。B中学校にスクリーンを設置し、Web会議システムを活用した同時双方向型の授業とする。また、2年1組の生徒はクラウド型授業支援アプリを利用し、A教諭は個々の生徒の学習状況について確認しながら遠隔授業を実施する。


2年1組には、B中学校の第2学年主任が授業に入り、受信側の生徒の状況をA教諭に伝えたり、個々の生徒への支援を行ったりすることで、A教諭をサポートする。


更に、ICT支援員は、可能な場合はA中学校及びB中学校2年1組それぞれにおいて機器の管理・操作の支援を行うことにより、遠隔授業の円滑な実施を図る。








A教諭（数学科教諭）





A中学校（本務校）


ICT支援員





B中学校（兼務校）2年1組


　　　　　　　　　　　　ICT支援員





【受信側】（遠隔教育特例校）





条件：


悪天候等でA教諭がB中学校へ赴けない場合





【配信側】





遠隔授業





2年1組





通常、A中学校を本務校とするA教諭（数学科教諭）は、兼務発令を受け、離島にあるB中学校に赴き、B中学校2年1組の数学の授業を担当している。





A教諭（数学科教諭）





A教諭（数学科教諭）





B中学校（兼務校）








A中学校（本務校）








1年1組





通常、A中学校を本務校とするC教諭（英語科教諭）は、兼務発令を受け、B中学校に赴き、B中学校１年１組の英語の授業を担当している。





C教諭（英語科教諭）





C教諭（英語科教諭）





B中学校（兼務校）








A中学校（本務校）








B中学校E教諭（2学年主任、数学科教諭）





C教諭は、A中学校1年3組とB中学校1年1組をつないだ遠隔授業を行う。生徒同士の意見交換・交流が行えるよう、Web会議システムを活用する。また、A中学校及びB中学校の生徒はクラウド型授業支援アプリを利用し、A中学校及びB中学校生徒の協働的な学習を促すほか、C教諭は両中学校の生徒の個々の生徒の学習状況について確認しながら遠隔授業を実施する。


A中学校D教諭は、A中学校1年3組の生徒の状況をC教諭に伝えたり、個々の生徒への支援を直接行ったりすることで、C教諭をサポートする。同様に、B中学校1年1組には、B中学校の第2学年主任が授業に入ることで、B中学校1年1組の生徒への個別支援を行うほか、1年1組における状況をC教諭と共有することで、C教諭による授業運営を支援する。


ICT支援員は、A中学校1年3組及びB中学校1年1組それぞれにおいて機器の管理・操作の支援を行うことにより、遠隔授業の円滑な実施を図る。





A中学校D教諭





遠隔授業





C教諭


（英語科教諭）





A中学校（本務校）1年3組


ICT支援員





B中学校（兼務校）1年1組


　　　　　　　　　　　　ICT支援員





【受信側】（遠隔教育特例校）





【配信側】





英語によるプレゼンテーションやディスカッションなど、複数の生徒同士の交流を通じた協働的な学びが効果的な場合








